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１－１ 多様な自然環境の保全 

 

１ 富士山総合保全対策の推進 

 

日本の象徴である富士山は、平成25年6月に世界文化

遺産に登録されました。この美しい姿と豊かな自然を守り、

次の世代に引き継ぐことは私たちの責務であり、国民的課

題でもあります。 

県は、平成8年の富士箱根伊豆国立公園指定60周年を

機に、その歴史を踏まえ、新たな時代を展望した富士山

保全のための総合的な取り組みに向け、平成10年2月に

富士山総合環境保全対策基本方針を策定し、この基本

方針に沿って、総合的な保全対策を推進しています。ま

た、富士山の環境保全に取り組むため静岡県との連携が

必要であることから、平成10年11月18日に山梨・静岡両

県で富士山憲章を制定しました。 

富士山憲章は、富士山を美しい姿のまま後世に引き継

いでいくことを基本理念とするもので、この理念に基づき、

○自然を守り、文化を育むこと 

○自然と人との共生を図ること 

○環境保全のために積極的に行動すること 

などを行動規範として定めています。 

また、県は、2月23日を富士山の日とする「山梨県富士

山の日条例」を制定し、平成23年12月22日に公布しまし

た。富士山の日は、日本の象徴である富士山について、

県民が、理解と関心を深め、その恵みに感謝し、愛する

心を育むとともに、その保護及び適正な利用を図ることに

より、富士山の豊かな自然及び美しい景観並びに富士山

に関する歴史及び文化を後世に引き継ぐことを期する日

です。 

平成29年度における富士山の多様な自然環境保全の

ための事業は、次のとおりです。 
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富士山憲章 

  

富士山は、その雄大さ、気高さにより、古くから人々に深い感銘を与

え、「心のふるさと」として親しまれ、愛されてきた山です。 

富士山は、多様な自然の豊かさとともに、原生林をはじめ貴重な動植

物の分布など、学術的にも高い価値を持っています。 

富士山は、私たちにとって、美しい景観や豊富な地下水などの恵み

をもたらしています。この恵みは、特色ある地域社会を形成し、潤いに

満ちた文化を育んできました。 

しかし、自然に対する過度の利用や社会経済活動などの人々の営み

は、富士山の自然環境に様々な影響を及ぼしています。 

富士山の貴重な自然は、一度壊れると復元することは非常に困難で

す。 富士山は、自然、景観、歴史・文化のどれひとつをとっても、人間

社会を写し出す鏡であり、富士山と人との共生は、私たちの最も重要な

課題です。 

私たちは、今を生きる人々だけでなく、未来の子供たちのため、その

自然環境の保全に取り組んでいきます。 

今こそ、私たちは、富士山を愛する多くの人々の思いを結集し、保護

と適正な利用のもとに、富士山を国民の財産として、世界に誇る日本の

シンボルとして、後世に引き継いでいくことを決意します。 

よって、山梨・静岡両県は、ここに富士山憲章を定めます。 

 

１ 富士山の自然を学び、親しみ、豊かな恵みに感謝しよう。 

１ 富士山の美しい自然を大切に守り、豊かな文化を育もう。 

１ 富士山の自然環境への負荷を減らし、人との共生を図ろう。 

１ 富士山の環境保全のために、一人ひとりが積極的に行動しよう。 

１ 富士山の自然、景観、歴史・文化を後世に末長く継承しよう。  

 

平成１０年１１月１８日 

 山梨県・静岡県 

 
山梨県富士山の日条例 

(目的) 

第１条  日本の象徴である富士山について、県民が、理解と関心を深

め、その恵みに感謝し、愛する心を育むとともに、その保護及び適正

な利用を図ることにより、富士山の豊かな自然及び美しい景観並びに

富士山に関する歴史及び文化を後世に引き継ぐことを期する日とし

て、富士山の日を設ける。 

(富士山の日) 

第２条  富士山の日は、２月２３日とする。 

(県の責務) 

第３条  県は、市町村その他の団体と連携を図りつつ、富士山の日の

趣旨にのっとり、富士山を後世に引き継ぐための取組を行うものとす

る。 

(県民の協力) 

第４条  県民は、前条の取組に協力するよう努めるものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（１）環境保全意識の啓発（世界遺産富士山課（富士山世界遺産センター）） 

日本の象徴であり、世界文化遺産にもなった富士山の環境保全意識を高めるため、富士山の日や

各種観光キャンペーンにおいて、富士山憲章や富士山の日制定の趣旨について普及啓発活動を行

いました。 

 

○富士山の日関連イベント等の実施 

ア 関連イベントの開催 

富士山の日の趣旨にふさわしいイベントを関連イベントとして募集し、県民等の参加を促しPR 

イ 公営施設利用割引及び無料招待の実施 

県内の公営の宿泊・滞在施設、文化教養施設等の協力を得て、県内外の方々に広くPR 

ウ 富士山の日の周知ＰＲ（1月～3月） 

県内学校や観光施設等へのポスターの掲示、富士山の日条例や富士山憲章が記載された関連イ

ベントガイドブックや啓発グッズの配布、2月23日街頭キャンペーンを甲府駅、富士山駅、河口湖駅

で実施。 

 

○各種観光キャンペーンでの啓発活動 
県や（社）やまなし観光推進機構、地元観光協会等が県内外において実施する観光キャンペーンの際

に啓発グッズ、パンフレット等を配布。 

 

（２）富士山憲章推進会議（世界遺産富士山課（富士山世界遺産センター）） 

「富士山憲章推進会議」＝山梨・静岡両県、国、地元市町村で構成 

・会議開催（6月）  

国（環境省、林野庁、国土交通省）、県、市町村等の富士山環境保全対策等について 

・富士山憲章国道清掃キャンペーン 

   9月30日国道138号（自衛隊入口～富士見公園前）において清掃活動の実施。30名参加。83kgのゴミを回収。 

11月11日国道139号（紅葉台入口～天神山入口において、清掃活動と啓発物品の配布を静岡県側と同日開催。 

210名参加。143ｋｇのゴミを回収。 

 

（３）富士山憲章山梨県推進会議（富士山ボランティアセンター）の活動（世界遺産富士山課（富士山世界遺産セ

ンター）） 

「富士山憲章山梨県推進会議」＝県、7市町村、2恩賜県有財産保護組合の代表で構成 

 ・幹事会開催（5月） 

平成28年度事業報告および決算、平成29年度事業計画および予算について 

 ・環境保全に関する情報の受発信（ニューズレターの発行､メルマガの配信等） 

・富士山美化啓発キャンペーン 

7月15日、16日、17日、8月10日～16日にボランティアにより登山客等への啓発物品（ゴミ袋、ポーチ）の配布及び環

境保全マナーの呼びかけを行った。ボランティア延べ109名参加。啓発物品のゴミ袋約4,268枚、ポーチ45枚配布。 

･富士山エコトレッキング（7月29日 参加者33名、10月22日（中止） 参加予定者46名） 

・富士山環境学習支援プログラムの実施 

富士山世界遺産センターでの「環境学習会」：15件、947名 

学校等への「出張講座」：26件、2,006名 

ゴミ拾い体験等の「体験型学習」：8件、458名 

よろず相談等の「その他の支援活動」：3件、6名 

・第15回｢富士さんへ謹賀新年(富士山あて年賀状)｣全国募集 応募総数1,800点。県内外にて入賞・

入選作品展を実施。 

・富士山レンジャー写真展を県内外18箇所にて実施。 
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（４）富士山レンジャーの設置（世界遺産富士山課（富士山世界遺産センター）） 

富士山北麓地域における自然保護と適正利用を図るため､ 現地巡回業務及び観光客等への環境意

識啓発活動を行う専任の職員（非常勤職員）として「富士山レンジャー」を設置（全国公募により採用）｡ 

･平成17年6月1日付けで2名採用 

・平成17年7月1日活動開始 

・平成20年4月1日付けで2名増員し、4名体制とした。 

・平成26年4月1日付けで3名増員し、7名体制とした。 

 

（５）富士山における利用者負担制度について（世界遺産富士山課） 

平成26年に、富士山の環境保全や登山者の安全確保を図るための利用者負担の制度として、「富士山

保全協力金」の受け付けを始めました。 

この制度は、五合目から山頂を目指す登山者を対象に、任意にて協力をいただくものです。山梨と静岡

両県が実施主体となり、制度の基本的事項や方向性を協議しながら実施しています。頂いた協力金は、各

県が基金を設置して、本制度の目的にかなった使い道に充てています。 

〇制度概要 

  ・金  額 基本1,000円（子供や障害者等は協力頂ける範囲の金額） 

  ・実施期間 登山道開通期間 

  ・受付方法 現地での受付（受付場所：富士スバルライン五合目等）、インターネットやコンビニエンス

ストアでの事前受付 

  ・使途  富士山の環境保全に関する事業（トイレの新設・改修等）、登山者の安全確保に関する事

業（救護所の新設・拡充等）、富士山の普遍的価値の情報提供に関する事業 

〇実績（平成29年度） 

  ・協力者数 98,259人 協力金額 96,716,907円 

  ・使途 富士山下山道維持管理事業費等 

 

（６）富士山青木ヶ原樹海等エコツアーガイドラインの周知と遵守（世界遺産富士山課（富士山世界遺産ｾﾝﾀｰ） 

青木ヶ原樹海等の原生的な自然環境を保全しつつ持続可能な利用を図るため､エコツアー事業者､エ

コツアー参加者等に対する利用のルールとして､関係行政機関､エコツアー事業者などの合意の下､平成

16年7月1日から施行している｢富士山青木ヶ原樹海等エコツアーガイドライン｣について､関係者の連携に

より、①ガイドラインの遵守、②新規参入事業者等への周知徹底、③現地検証、④ガイドラインの見直し等

に取り組み、ガイドラインの実効性を担保するため｢富士山青木ヶ原樹海等エコツアーガイドライン推進協

議会｣および研修会を開催しました。 

･1回開催 （平成29年11月28日 情報交換 他） 

 

（７）富士スバルラインのマイカー規制について（観光資源課・道路整備課） 

富士山北麓の自然環境を保全するとともに、交通渋滞の解消による持続可能な観光振興の推進を図る

ため、平成6年度からマイカーの乗り入れ規制を実施しており、平成30年度は7月10日（火）から9月10日

（月）までの連続63日間実施しました。 

 

（８）富士五湖の静穏の保全（大気水質保全課） 

富士五湖地域は気候・風土、自然景観などが優れており、日本の代表的な観光地、保養地として発展し

てきました。それは、その清らかな湖水、自然とふれあえる湖畔、そして何よりも自然の静けさが人々を魅

了してきたためです。この貴重な財産を保全し、後世に残していくことは我々の責務であり、また、その活
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用について調整を図り、多くの人々が快適に自然を利用できるようにすることが必要です。 

しかし、昭和60年頃から、モーターボート等の騒音苦情が数年来引き続き寄せられ、保養地に不可欠の

静穏な環境を著しく阻害するなど環境資源、観光資源としての基盤に影響する状況となりました。このため、

県は静穏の保全を目的とした「山梨県富士五湖の静穏の保全に関する条例」を昭和63年12月に制定し、

平成元年4月1日から施行しました。 

条例の施行から25年目となる平成25年6月には、富士山が世界遺産に登録されました。その登録に先

立ち、イコモス（世界遺産委員会の諮問を受けて世界遺産の登録に関する答申等を行う国際的な非政府

組織）から、「富士五湖においては相当な数量の動力船及びジェットスキーが湖の平穏な環境を阻害して

いる」との勧告があったことや、地元自治体などからも制度改正の要望があったことを受け、平成26年3月

に条例を改正して「航行の届出制度」等の新たな仕組みを導入し、自然と調和した富士五湖の適正利用を

より一層推進していくこととしました。 

この条例は、次の５つの柱で構成されています。 

①航行の制限 船舶安全法で検査が必要な動力船は航行制限時間（午後9時から翌日の午前7時までの時間、ただし、河口湖

では7月1日から9月15日までは午前6時まで）に航行してはならないこと（ただし、公用、災害時、祭礼、漁業そ

の他知事が許可した場合を除く）。 

②船舶の届出 富士五湖（西湖・本栖湖を除く）に船舶を乗入れようとする所有者は、騒音防止方法（対策）等必要な事項を記

載した届出書に船舶検査証書の写しを添え、山梨県知事に事前に届け出なければならないこと。また、届出を

受理した時には届出済証を交付するので、見やすい場所に表示すること。なお、船舶の届出に係る事務は、山

中湖村及び富士河口湖町で行っている。 

③規制基準の遵守 船舶の航行時の騒音が規制基準（航行中の船舶の騒音が湖畔で5秒間以上連続して70デシベル）を超えては

ならないこと。 

④航行の届出 富士五湖（西湖・本栖湖を除く）に船舶を乗入れようとする所有者は、乗入れる湖、時期、日数等必要な事項を

記載した届出書に船舶検査証書の写しを添え、乗入れる年度毎に、山梨県知事に事前に届け出なければなら

ないこと。また、届出を受理した時には届出済証を交付するので、見やすい場所に表示すること。なお、航行の

届出に係る事務は、山中湖村及び富士河口湖町で行っている。 

⑤富士五湖環境監視員 富士五湖の静穏の保全についての指導、啓発を行うため監視員を設置すること。 

※本栖湖は全域が自然公園法の規定による乗入れ規制地区に指定されており、許可船を除き、動力船の乗入れができません。 

 

 

 

 

山中湖村 富士河口湖町 身延町 合　計

5 4 0 9
県内 3 6 0 9
県外 30 90 0 120
小計 33 96 0 129

38 100 0 138
4 2 0 6

県内 3 4 0 7
県外 275 127 0 402
小計 278 131 0 409

282 133 0 415
9 6 0 15

県内 6 10 0 16
県外 305 217 0 522
小計 311 227 0 538

320 233 0 553

水

上

オ

ー

ト

バ

イ

地元のもの

その他

合　計

区　　　　分

合

　

計

地元のもの

その他

合　計

富士五湖航行船舶届出状況表（届出市町村別）（H29申請分）

モ

ー

タ

ー

ボ

ー

ト

地元のもの

その他

合　計

条例の一部改正（H26.8.1 施行）により、西湖・本栖湖が届出対象から除外されたため、区分は次のとおり。 

・山中湖村：山中湖 

・富士河口湖町：河口湖、精進湖 
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（９）富士山の総合保全対策に関する研究（私学・科学振興課） 

富士山は日本一の標高を有し、山麓から山頂に至るまでの大きな標高差は、様々な自然環境を造り出

していますが、近年は、観光地、リゾート地としての開発が進み、山麓部を中心にして自然環境が大きく変

化し、多様な自然生態系も変わりつつあると言われています。富士山周辺の変わりつつある自然環境の変

化が、自然生態系にどのように影響し、変化の実態がどのようになっているのかを調査し、富士山の特異

で貴重な自然生態系を保全するため自然生態系の循環機構を明らかにし、富士山の自然生態系の保護、

保全に対する提言を行います。 

富士山科学研究所では、富士山の総合保全対策に関わる研究を進めてきましたが、平成29年度に実

施した研究は次のとおりです。 

 

富士山の火山噴出物に関するデータベースの構築 H 27～29

富士山森林限界における植生の地理的分布に関する研究 H 28～32

富士北東麓における地下水涵養機構と深部地下水流動系の解明 H 28～30

富士北麓地域における災害履歴とその住民の対応〜近世文書・聞き取り調査のデータベース化 H 27～29

衛星データを用いた富士山周辺の土地被覆変化把握に関する研究 H 27～29

高所登山時に見られる低酸素・脱水状態が低温環境にさらされた時の生体反応に与える影響に関する研究 H 27～29

富士山の古地磁気を用いた溶岩噴出年代の決定 H 27～29

富士山北麓におけるニホンジカとニホンカモシカの分布および個体群動態 H 28～29

広域的昆虫・クモ相調査による富士山の自然生態系の保全生態学的研究 H 28～30

血漿および細胞内のバナジウム結合タンパク質の分析ならびにその特徴を明らかにするための基礎的研究 H 28～30

特定有機化合物放射性炭素年代測定法の富士山噴火史への応用 H 28～30

富士山麓の草原-森林移行帯における種の分布と生育地特性に関する研究 H 27～29

地域住民による草原維持管理機構の解明～富士北麓の管理草原と放棄草原の比較～ H 29～31

災害避難時のエコノミークラス症候群を減らすための研究～静脈血栓症に影響を及ぼしている要因の検討と効果的な予防～ H 29 31

山梨県の太陽光発電施設の長期的景観配慮に関する研究 H 29 31

大面積方形区を用いた青木ヶ原樹海の森林構造の解明に関する研究 H 29～
32

(2020)

富士五湖（特に河口湖）の水質浄化に関する研究 II－ヘドロの堆積状況の面的把握 H 28～30

富士山の吉田口登山道における山小屋建築の意匠と構成に関する研究 H 28～29

富士山火山防災のための火山学的研究ー噴火履歴とそのシミュレーションー H 26～29

富士山周辺における侵略的外来植物の広域分布推定に関する研究 H 27～29

富士火山北麓における噴火実績の再検討 H 28～30

重点化研究

富士山
研究

基盤研究

特別研究
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（１０）富士山包括的保存管理計画（世界遺産富士山課） 

世界遺産一覧表に記載された「富士山-信仰の対象と芸術の源泉」は、富士山信仰の対象となった富士

山域をはじめ、山麓に所在する浅間神社の境内・社殿群、御師住宅、霊地・巡礼地である風穴 ・溶岩樹

型 ・湖沼・湧水地・滝・海浜、顕著な普遍的意義を持つ芸術作品の源泉となった展望地点及びそこからの

展望景観の範囲（以下「資産」といいます。）により構成されています。これらの範囲を含む富士山の山麓

の区域は長く人々の暮らしや生業の場となり、日本の代表的な観光・レクリエーションの目的地として利用

されてきた歴史を持っています。 

このような性質を持つ資産の顕著な普遍的価値を次世代へと継承するためには、複数の部分から成る

資産を「ひとつの存在(an entity)」として一体的に管理するとともに、観光・レクリエーションに対する社会的

要請と顕著な普遍的価値の側面を成す「神聖さ」・「美しさ」の維持との融合を図る「ひとつ（一体）の文化的

景観(a cultural landscape) 」としての管理手法を反映した保存・活用の基本方針・方法等を定めることが必

要です。 

そのため県は、静岡県、関係市町村及び国等とともに、資産並びにその周辺環境を対象として、既存の

包括的保存管理計画を平成28年1月に改定しました。 

改定計画の構成・構造は次のとおりです。 
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１－２ 優れた景観の保全 

 

富士山の景観保全のため、平成29年度には次の事業等を実施しました。 

 

（１）ゴミ対策（世界遺産富士山課、富士山世界遺産センター） 

①富士山五合目～山頂のごみ投棄への対応 

富士山クリーン作戦の実施（（公財）富士山をきれいにする会、昭和37年～） 

・8月5日実施、1,600名参加、収集量380kg 

・9月15日実施、400名参加、収集量110kg 

 

②山小屋による事業系一般廃棄物の適正処理 

富士山吉田口環境保全推進協議会（山小屋経営者の自主的団体､平成14年12月～） 

・山小屋からの全ての排出ごみの持ち降ろしの徹底により適正な処理を実践。 

 

③山麓部の不法投棄等防止対策 

富士山麓環境美化推進ネットワーク  

・山麓部におけるごみの監視を強化するため､民間企業､NPO法人等、55団体約5,000人で構成する

「富士山麓環境美化推進ネットワーク」を組織し運営｡（平成16年5月19日「富士山麓不法投棄防止ネ

ットワーク」として発足。平成17年6月14日現行のとおり改称） 

・構成員が日常業務の中で投棄物の発見や不審車両の通報､啓発活動に協力｡ 

・冬タイヤへの換装を行う時季に自動車関連団体等の協力を得て、道の駅来訪者に対し不法投棄防

止啓発キャンペーンを実施（12月2日） 

・不法投棄の多い東富士五湖道路側道の清掃活動を実施。55名参加。収集量385kg。（1月18日） 

・ネットワーク会議の開催（3月16日） 

 

（２）その他の事業（世界遺産富士山課） 

その他、富士山の景観保全のため、次の補助事業等を実施しています。 

○富士山美化清掃活動への助成 

・（公財）富士山をきれいにする会への補助金 

・富士山及び周辺美化推進協議会への補助金 

○富士山吉田口下山道七合目公衆トイレ維持管理運営協議会負担金 


